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本日のお話 

1. 健康をめぐる状況 

2. 健康日本21（第二次） 

3. 健康寿命について 

4. たばこ対策 
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１．健康をめぐる状況 

2 



我が国における死亡率の推移（主な死因別） 
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心疾患※ 

脳血管疾患※ 

肺炎 

肝疾患※ 

不慮の事故 

自殺 

死
亡
率 

不慮の事故 31.1 

（人口10万対） 

悪性新生物（が
ん）293.5  

心疾患（心臓病） 
157.0  

脳血管疾患（脳
卒中）91.1 

肺炎  95.4 

自殺 19.5 

肝疾患 12.5 

結核 1.7 

出典：人口動態統計（1947～2014年） 

（主な死因と2014年の死亡率） 
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糖尿病 

1.2兆円 
脳血管疾患 

1.8兆円 

虚血性心疾患 

0.8兆円 

高血圧性疾患 

1.9兆円 

悪性新生物 

3.4兆円 

その他, 

１８．4兆円 

悪性新生物 

28.9% 

心疾患 

15.5% 
脳血管疾患 

9.0% 

慢性閉塞性肺疾患 

1.3% 

糖尿病 

1.1% 

高血圧疾患 

0.6% 

その他 

43.7% 

 死因別死亡割合（平成２６年）  

生活習慣病・・・５６．３％ 

生活習慣病は、死亡数割合では約６割を占め、一般診療医療費の約３割を占める。 

生活習慣病と医療 

一般診療医療費（平成２５年度） 
生活習慣病・・・９．１兆円 

出典：人口動態統計（平成26年） 出典：国民医療費（平成25年度） 

（参考） 
一般診療医療費 
計 28.7兆円 
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国民医療費の年次推移 

【資料】厚生労働省「平成25年度国民医療費の概況」 

○「国民医療費」は、当該年度内の医療機関等における保険診療の対象となり得る傷病の治療に要した費用を推計したもの。 
○正常な妊娠・分娩に要する費用や健康の維持・増進を目的とした健康診断・予防接種等に要する費用等は含まれない。 

H25年度国民医療費を財源別にみると 
・公費…約４割 （国：地方は概ね２：１） 

・保険料…約５割 （事業主：被保険者は概ね２：３） 

・患者負担… １割強 
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（資料：厚生労働省「平成25年国民生活基礎調査の概況」） 

要介護度別にみた介護が必要となった主な要因 

   脳血管疾患をはじめとした生活習慣病が３割を占める。   
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２．健康日本21（第二次） 
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1980 

1990 

2000 

2012 

S53～ 第１次国民健康づくり運動 

      健康診査の充実 

      市町村保健センター等の整備 

      保健師などのマンパワーの確保 

 

S63～ 第２次国民健康づくり運動 

       ～アクティブ８０ヘルスプラン～ 

      運動習慣の普及に重点をおいた対策 

     （運動指針の策定、健康増進施設の推進等） 

 
H12～ 第３次国民健康づくり運動  

               ～健康日本２１～ 

      一次予防の重視 

      健康づくり支援のための環境整備 

      具体的な目標設定とその評価 

      多様な実施主体間の連携 

 

H15 健康増進法の施行 
H17 メタボリックシンドローム診断基準 
    (日本内科学会等、８学会による合同基準) 
H17 今後の生活習慣病対策の推進について  
    （中間とりまとめ） 
H18 医療制度改革関連法の成立 
H19 健康日本21中間評価報告書 
H20 特定健診・特定保健指導 開始     

我が国における健康づくり運動の流れ 

H25～ 第４次国民健康づくり運動  

          ～健康日本２１（第二次）～ 
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健康の増進に関する基本的な方向 

健康日本２１（第二次）の概要  

① 健康寿命の延伸と健康格差の縮小 

② 生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底（NCD（非感染性疾患）
の予防） 

③ 社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上 

④ 健康を支え、守るための社会環境の整備 

⑤ 栄養・食生活、身体活動・運動、休養、飲酒、喫煙、歯・口腔の健康に
関する生活習慣の改善及び社会環境の改善 

  
厚生労働大臣は、国民の健康の増進の総合的な推
進を図るための基本的な方針を定めるものとする。 
 

健康増進法 第７条 

国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針 
(健康日本21(第二次)) 厚生労働省告示第四百三十号 
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社会全体としての国民運動へ 

○スマート・ライフ・プロジェクトへの参画の呼びかけ 
○社員・住民の健康づくりのためのリーフレットやポスターの提供 
○大臣表彰「健康寿命をのばそう！アワード」 
○いきいき健康大使の任命、各種イベントでの健康づくりの呼びかけ 
○健康日本２１推進全国連絡協議会との連携 

厚生労働省 

社内啓発や消費者への啓発活動に利用するロゴ
マーク の使用（商品パッケージなど） 
 → 企業等の社会貢献と広報効果 

社員・住民の健康づくりや健診促進のためのポ
スター等による啓発 
 → 社員・住民の健康意識の向上・促進 

＜事業イメージ＞ 

・フィットネスクラブ 
・食品会社 
             等 

・メディア 
・外食産業 

企業 団体 
 

自治体 

＜立命館大学父母教育後援会に 
厚生労働大臣最優秀賞を授与＞ 

○背景：高齢化の進展及び疾病構造の変化を踏まえ、特定健診等により生活習慣病等を始めとした疾病を予 
    防・早期に発見することで、国民の健康寿命の延伸と健康格差の縮小を図り、健やかで心豊かに生 
    活できる活力ある社会を実現することが重要である。 
 

○目標：健康づくりに取り組む企業・団体・自治体を支援する「スマート・ライフ・プロジェクト」を推進 
    し、個人や企業の「健康意識」及び「動機付け」の醸成・向上を図り、社会全体としての国民運動 
    へ発展させる。 

 国民や企業への健康づくりに関する新たなアプローチ 

 ＜スマート・ライフ・プロジェクト＞ 
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２．健康寿命について 
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    健康寿命とは：日常生活に制限のない期間 

74.21 

73.62 

71.19 

70.42 

86.61 

86.30 

80.21 

79.55 

平均寿命 健康寿命 

○平成25年の健康寿命は 
 男性71.19年、女性74.21年 
 
○健康寿命は 
 男性0.78年、女性0.59年延伸 
  (対平成22年) 
 
○日常生活に制限のある期間は 
 男性0.11年、女性0.28年短縮 
  (対平成22年) 

男性 
 
  平成22年 

 
 
   
  平成25年 

 
 
  
 
 
女性 
 
  平成22年 
 
 
   
  平成25年 

 
 
 

9.13年 

12.40年 

9.02年 

12.68年 

【資料】 
○平均寿命:厚生労働省「平成22年完全生命表」 
                     「平成25年簡易生命表」 
○健康寿命:厚生労働省「平成22年/平成25年簡易生命表」 
      厚生労働省「平成22年/平成25年人口動態統計」 
      厚生労働省「平成22年/平成25年国民生活基礎調査」 
      総務省「平成22年/平成25年推計人口」 
                      より算出 
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※健康日本２１（第二次）の目標：平均寿命の増加分を上回る健康寿命の増加（平成３４年度） 
 日本再興戦略及び健康・医療戦略の目標：「2020年までに国民の健康寿命を1歳以上延伸」（平成３２年） 

 一億総活躍プランの指標：「平均寿命を上回る健康寿命の延伸加速を実現し、2025年までに健康寿命を２歳以上延伸」（平成３７年） 



国名 健康寿命 

1位 日本 ７２．５ 

2位 シンガポール ７１．８ 

2位 イタリア ７１．８ 

4位 アイスランド ７１．８ 

5位 スイス ７１．７ 

国名 健康寿命 

1位 日本 ７７．２ 

2位 シンガポール ７５．９ 

3位 韓国 ７５．３ 

4位 フランス ７４．４ 

5位 スイス ７４．３ 

男性 女性 

出典：「Global Health Observatory Date; Healthy life  expectancy at birth (2015) 」（ＷＨＯ） 

※健康寿命の算出方法がWHOと日本で異なるため、日本の健康寿命の数値については発表しているものと異なる。 

健康寿命各国比較（２０１５年） 

日本の健康寿命は、男女ともに世界第１位 
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４．たばこ対策について 
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項目 現状 目標 

①成人の喫煙率の減少 
（喫煙をやめたい人がやめる） 

19.6%  （H26年） 

12%  （H34年度） 
※現在の成人の喫煙率から禁
煙希望者が禁煙した場合の割
合を減じたものを設定 

②未成年の喫煙をなくす 

中学１年生 男子  1.2% 
        女子  0.8% 
高校３年生 男子  5.6% 
        女子  2.5% 

0% （H34年度） 

③妊娠中の喫煙をなくす 3.8%（H25年） 0%   （H26年） 

④受動喫煙の機会を有する
者の割合の減少 
 
 

 

 

 

行政機関 9.7% （H25年） 0% （H34年度） 

医療機関 6.5% （H25年） 0% （H34年度） 

職場 
65.5% （H25年） 
※全面禁煙＋空間分煙をし

ている職場の割合 

受動喫煙の無い 
職場の実現（H32年） 

家庭 9.3% （H25年） 3% （H34年度） 

飲食店 46.8% （H25年） 15% （H34年度） 

健康日本２１（第二次） タバコに関する目標設定 

（H24年） 
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喫煙率（２０歳以上）の年次推移 

出典：厚生労働省「平成26年国民健康・栄養調査」 16 
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たばこの発がん性について（WHOによる分類） 

○ 国際がん研究機関（ＩＡＲＣ）※は、たばこ、アスベスト、ホルムアルデヒドなど１０７種につい
て、人に対する発がん性を示す十分な根拠がある（グループ１）としている。 

※： International Agency for Research on Cancer （IARC) 

      世界保健機関（WHO）のがん研究の専門機関であり、ヒトへの化学物質の発がん性評価等を実施している。 
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分      類 例 

グループ 

１ 

発がん性がある（Carcinogenic to humans） 

 ヒトへの発がん性を示す十分な証拠がある場合等（１０７種） 

たばこ（能動・受動）、アスベスト、 

ホルムアルデヒド、カドミウム、ダイオキシン、 

太陽光、紫外線、エックス線、ガンマ線、 

アルコール飲料、ヘリコバクター・ピロリ 等 

グループ 

２Ａ 

おそらく発がん性がある（Probably carcinogenic to humans） 

 ヒトへの発がん性を示す証拠は限定的であるが、実験動物への発がん性を示す十分な証
拠がある場合等（６３種） 

ＰＣＢ、鉛化合物（無機）、 

ディーゼルエンジン排気ガス 等 

グループ 

２Ｂ 

発がん性があるかもしれない（Possibly carcinogenic to humans） 
 ヒトへの発がん性を示す証拠が限定的であり、実験動物への発がん性に対して十分な証
拠がない場合等（２７１種） 

クロロホルム、鉛、コーヒー、漬物、ガソリン、 

ガソリンエンジン排気ガス、超低周波磁界、 
高周波電磁界 等 

グループ 

３ 

発がん性を分類できない（Not classifiable as to carcinogenicity to humans） 

 ヒトへの発がん性を示す証拠が不十分であり、実験動物への発がん性に対しても十分な
証拠がないか限定的である場合等（５０９種） 

カフェイン、原油、水銀、お茶、蛍光灯、静磁界、
静電界、超低周波電界 等 

グループ 

４ 

おそらく発がん性はない（Probably not carcinogenic to humans）（１種） 

 ヒトへと実験動物への発がん性がないことを示唆する証拠がある場合等 
カプロラクタム（ナイロンの原料） 

出典： http://monographs.iarc.fr/ENG/Classification/index.php 



（上図：WHO 世界のたばこの流行に関する報告書2009年版 

 原典：米国公衆衛生総監報告書2006年） 

出典: World Health Organization 
WHO Report on the Global Tobacco Epidemic, 2009 

肝臓 

口蓋裂 

結核 

糖尿病 

子宮外妊娠 

勃起障害 

関節リウマチ 
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喫煙の健康影響 

出典:The Health Consequences of Smoking – 50 Years of Progress  
        A Report of the Surgeon General  2014 

喫煙と関連がある疾患 受動喫煙と関連がある疾患 



0 20 40 60 80 100 120 140

トランス脂肪酸の高摂取 

ヒトT細胞白血球ウイルス１型感染 

ヒト・パピローマウイルス感染 

野菜果物の低摂取 

B型肝炎ウイルス感染 

過体重・肥満（高BMI） 

多価不飽和脂肪酸の低摂取 

C型肝炎ウイルス感染 

高LDLコレステロール 

ヘリコバクターピロリ感染 

飲酒 

食塩摂取 

高血糖 

運動不足 

高血圧 

喫煙 

循環器疾患 

悪性新生物 

糖尿病 

呼吸器系疾患 

その他の非感染性疾病 

外因 

非感染性疾患と傷害による成人死亡の主要な２つの決定因子は喫煙と高血圧 

2007年の我が国における危険因子に関連する非感染症疾病と外因による死亡数 

出典：THE LANCET 日本特集号（2011年9月）日本：国民皆保険達成から50年 

    なぜ日本国民は健康なのか（厚生科学研究：我が国の保健医療制度に関する包括的実証研究、渋谷健司より作成） 

喫煙12万9千人 

死亡数, 千人 
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喫煙及び禁煙と肺がん罹患リスクとの関係 

喫煙指数（PY）＝1日箱数（P）×喫煙年数（Y） 禁煙後の年数 

1.0  

2.7  

4.5  

4.8  

6.4  

4.5  

3.0  

1.8  

1.0  1.0  

吸わない 1－19PY 20－39PY 40－59PY 60PY以上 喫煙者 1－9年 10－19年 20年以上 吸わない 

喫煙本数でリスク上昇              禁煙後の期間が長いほどリスク低下 
 

出典：Sobue T,et al.  Int J Cancer2002 May 10;99(2):245-51. 



出典： who report on the global tobacco epidemic, 2015 

P 
受動喫煙防止 

の法規制 

O 
禁煙支援 

・治療 

W 
健康被害 

の警告表示 

E 
広告及び 

後援の禁止 

R 
たばこ税の引き

上げ 

カナダ 

イギリス 

フランス 喫煙所設置可 

アメリカ 州法で規制 

イタリア 喫煙所設置可 

ドイツ 州法で規制 

日本 

色が濃くなる程、対策がよりなされていることを表す。 

日本の評価に関する説明：                                                          
 P；国レベルで屋内全面禁煙を定める法規制がないため                          
 O；禁煙治療の保険適用がなされているものの、無料禁煙電話相談の仕組みが不十分なので     
  W；小さな文字だけで画像なしの警告表示であるが、パッケージ面積の30％を占めているので 
 E；たばこの広告及び後援は、自主規制しかないため   
  R；たばこ税が小売価格の51-75%を占めているので 

「たばこの規制枠組み条約(FCTC)」による、６分野の政策 ”MPOWER”   
にそった、G7のたばこ対策の評価 

※Ｍ（モニタリング）については、各国とも対策済み 
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受動喫煙防止対策 
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受動喫煙と関連がある疾患 

小児 
 ・中耳疾患 
 ・呼吸器症状 
 ・肺機能障害 
 ・末梢気道疾患 
 ・乳児突然死症候群 
 

成人 
 ・脳卒中 
 ・鼻刺激症状 
 ・肺がん 
 ・心血管疾患 
 ・女性の生殖機能 
  （低出生体重児） 

出典：2014年米国公衆衛生総監報告書 23 



Overall ( Fixed-effects model )

Heterogeneity: Q = 6.07 with df = 11,  P = 0.87,  I-squared = 0.00 %
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Akiba S et al

Kurahashi N et al

Ozasa K

Ozasa K

Nishino Y et al

Hirayama T

2013

2013

1990

1988

1988

1986

1986

2008

2007

2007

2001

1984

Case-control

Case-control

Case-control

Case-control

Case-control

Case-control

Case-control

Cohort           

Cohort           

Cohort           

Cohort           

Cohort           

Male     

Female

Female

Female

Female

Male     

Female

Female

Male     

Female

Female

Female

1.29 [ 0.34 ,  4.90 ]

1.31 [ 0.99 ,  1.73 ]

1.13 [ 0.78 ,  1.63 ]

1.08 [ 0.64 ,  1.82 ]

3.09 [ 0.73 , 13.14 ]

1.80 [ 0.43 ,  7.59 ]

1.50 [ 0.87 ,  2.59 ]

1.34 [ 0.81 ,  2.21 ]

0.45 [ 0.09 ,  2.23 ]

1.06 [ 0.68 ,  1.65 ]

1.80 [ 0.69 ,  4.72 ]

1.45 [ 0.98 ,  2.15 ]

1.28 [ 1.10 ,  1.48 ]

Study Year Design Sex RR or OR [ 95%CI ]

受動喫煙と各疾患の因果関係を科学的に判定 
 

出典： 堀 他. 日本における受動喫煙曝露と肺がんリスク: 疫学研究の体系的な総括と統合分析. (出版準備中).  

〇 日本人を対象とした受動喫煙と肺がんによるリスクに関する研究を統合して分析した
結果、受動喫煙により非喫煙者の肺がんによる死亡のリスクは、28％上昇していること
が分かった。これは、欧米人と同様の傾向であり、日本人でも受動喫煙による肺がんリ
スクの上昇が明確に認められたことを示すものである。 

日本人を対象とした受動喫煙と肺がんのリスクについての研究の分析 

全体を統合した 
肺がんリスクは1.28倍 
（有意にリスク上昇） 

コホート研究 

症例対照研究 

女性 

女性 

女性 

女性 

女性 

男性 

男性 

男性 

女性 

女性 

女性 

女性 

研究（筆頭著者） 年 デザイン 性別 ※各研究における、概ね○○倍とみなせるリスクの指標 

平山 

西野 他 

小笹 

小笹 

倉橋 他 

秋葉 他 

秋葉 他 

井上 他 

清水 他 

祖父江 他 

関 他 

関 他 

※肺がんのほか、因果関係を推定するのに十分とされた疾
患として、虚血性心疾患（１．２３倍）、脳卒中（１．２９倍）、乳
幼児突然死症候群（ＳＩＤＳ）（４．６７倍）などがある。 
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受動喫煙が原因の死者は年間15,000人を超える  

肺が

ん 

14% 

虚血

性心

疾患 

35% 

脳卒

中 

51% 

男性： 4,523人 

肺がん 

18% 

虚血性

心疾患 

28% 

脳卒中 

54% 

女性： 10,434人 

受動喫煙による年間死亡数推計値 
肺がん2,484人、虚血性心疾患4,459人、脳卒中8,014人、 
乳幼児突然死症候群73人 合計で約1万5千人 

1. The health consequences of smoking - 50 years of progress. U.S. Department of Health and Human Services, Centers for Disease Control and Prevention (CDC) 
2. Lancet 2011; 377: 139-46  
3. 厚生の指標 2010; 57: 14-20 
4. 厚生労働科学研究費補助金循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業「たばこ対策の健康影響および経済影響の包括的評価に関する研究」平成27年度報告書 

男性 女性 

肺がん 627 1,857 

虚血性心疾患 1,571 2,888 

脳卒中 2,325 5,689 

  小計 4,523 10,434 

乳幼児突然死
症候群（SIDS) 

73 

  合計 15,030 

〇 世界では受動喫煙が原因で年間60万人が死亡していると推計されており、日本で 
 も同様の推計を実施。 
○ 肺がん、虚血性心疾患、脳卒中、乳幼児突然死症候群（SIDS）について、各疾患 
 の死亡数の何％が受動喫煙によるものかを計算し、その割合を2014年の死亡数に   
 乗じた。 
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① 受動喫煙による健康への悪影響は明確であることから、公共の場においては原則として全面禁   
   煙を目指す。 
② 全面禁煙が極めて困難である場合には、施設管理者に対して、当面の間、喫煙可能区域を設   
      定する等の受動喫煙防止対策を求める。 
③ たばこの健康への悪影響や国民にとって有用な情報など、最新の情報を収集・発信する。 
④ 職場における受動喫煙防止対策と連動して対策を進める。 

「受動喫煙防止対策について」健康局長通知（平成22年2月25日 健発０２２５第２号）概要 

 

 
第２５条 学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、官公庁施設、
飲食店その他の多数の者が利用する施設を管理する者は、これらを利用する者について、受動
喫煙（室内又はこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙を吸わされることをいう。）を防止
するために必要な措置を講ずるように努めなければならない。 
 

 

平成１５年５月 健康増進法施行 

日本の受動喫煙防止対策について 

受動喫煙の防止が規定されているものの、努力義務にとどまる。 
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改正労働安全衛生法 受動喫煙防止対策の推進 

【国による支援措置の概要】※平成2７年度実施の支援措置の概要 

●受動喫煙防止対策助成金  
・助成対象：全ての業種の中小企業事業主 
・助成対象：①喫煙室の設置のための費用 
        ②屋外喫煙所（閉鎖系）の設置のための費用 
        ③換気装置の設置等の受動喫煙を低減する 

措置の費用（飲食店・宿泊業に限る。） 
・助成率等：上記費用の１／２（上限200万円） 
            

●受動喫煙防止対策に関する無料相談窓口 

●たばこ煙の濃度等の測定機器の無料貸出 

 
・喫煙室の設置、飲食店の喫煙エリアにおける浮遊粉じんの濃度基準 
 への対応など各種相談について、専門家による無料電話相談を実
施。 
・依頼者の希望に応じて、無料実地指導も実施。 
・経営者、人事担当及び安全衛生担当者を対象とした受動喫煙防止対 
 策に関する説明会を実施。            

・職場の空気環境を確認するために、たばこ 
 煙の濃度や喫煙室の換気の状態を測定する 
 機器（粉じん計、風速計）の無料貸し出し 
 を実施。 

第68条の２（受動喫煙の防止） 

 事業者は、労働者の受動喫煙（室内又はこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙を吸わされ
ることをいう。第71条第1項において同じ。）を防止するため、当該事業者及び事業場の実情に応
じ適切な措置を講ずるよう努めるものとする。 

第71条（国の援助）  

  国は、労働者の健康の保持増進に関する措置の適切かつ有効な実施を図るため、必要な資料の提
供、作業環境測定及び健康診断の実施の促進、受動喫煙の防止のための設備の設置の促進、事業場
における健康教育等に関する指導員の確保及び資質の向上の促進その他の必要な援助に努めるもの
とする。 

施行日：平成27年６月１日 
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国内の受動喫煙の現状 

○受動喫煙とは、他人のたばこの煙を吸わされること。 

○３割を超える非喫煙者が、飲食店や職場で受動喫煙に遭遇。 

○行政機関や医療機関でも、約１割の非喫煙者が受動喫煙に遭遇。 

過去１か月間に、受動喫煙に遭遇した非喫煙者の割合 

  遊技場；ゲームセンター、パチンコ、競馬場など 
   行政機関；市役所、町村役場、公民館など 

出典：平成25年 国民健康・栄養調査  

飲食店 遊技場 職場 公共交通
機関 

行政機関 家庭 学校 医療機関 

 
４６．８％ 

 
３５．８％ 

 
３３．１％ 

 
１２．０％ 

 
９．７％ 

 
９．３％ 

 
６．８％ 

 
６．５％ 

飲食店では、５割にも近い非喫煙者が受動喫煙に遭遇。 
また、非喫煙者の「４２．１％」が、受動喫煙防止対策の推進を望む場所として飲食店を回答。 
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○ 平成１７年２月に発効した「たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約」では、
締約国に対して、受動喫煙防止対策の積極的な推進を求めている。 
                             

たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約 

第８条 たばこの煙にさらされることからの保護 

１ 締約国は、たばこの煙にさらされることが死亡、疾病及び障害を引き起こすことが
科学的証拠により明白に証明されていることを認識する。 

２ 締約国は、屋内の職場、公共の輸送機関、屋内の公共の場所及び適当な場合
には他の公共の場所におけるたばこの煙にさらされることからの保護を定める効果
的な立法上、執行上、行政上又は他の措置を国内法によって決定された既存の国
の権限の範囲内で採択し及び実施し、並びに権限のある他の当局による当該措置
の採択及び実施を積極的に促進する。 
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日本の受動喫煙防止対策は世界最低レベル 

※１）公共の場所とは、 
①医療施設  ②大学以外の学校  ③大学 ④行政機関  ⑤事業所 ⑥
飲食店 ⑦バー ⑧公共交通機関の８施設が該当。  
※２）国レベルでの法規制が対象。米国や欧州等においては、別
途、州法等で規制している場合もある。 

〇 公共の場所※1のすべてを屋内全面禁煙とする法律等※2を施行している国は、４９カ
国（１３億人）に及ぶ。 

○  日本の受動喫煙防止対策は最低レベルと判定されている。 
 

  ― 日本では、健康増進法第２５条に、公共の場所で受動喫煙防止措置を講じる旨が規定されているが、
努力義務にとどまっている。 

８施設すべてに屋内全面禁煙義務の国の法律等がある 

６～７施設に屋内全面禁煙義務の国の法律等がある 

３～５施設に屋内全面禁煙義務の国の法律等がある 

０～２施設に屋内全面禁煙義務の国の法等律がある 

データがない等の理由により分類不能 

※1の８つの公共の場所のうち、 

出典：WHO report on the global tobacco epidemic. 2015.（2014年12月時点の状況） 30 



WHOによるオリンピックにおける受動喫煙防止に関連する取組 

世界保健機関（WHO）と国際オリンピック委員会（IOC）は、
身体活動を含む健康的な生活習慣を選択すること、すべての
人々のためのスポーツ、たばこのないオリンピック及び子ど
もの肥満を予防することを共同で推進することについて合意
した。（2010年7月21日ローザンヌ） 

 多数の人々が関与し、テレビ放映等により巨大な影響を持つスポーツや文化など
のメガイベントにおけるたばこ規制等に関して、WHOが定める政策ガイドライン。 

 受動喫煙の防止が主たる目的。 
 イベントの施設内を禁煙とすることや、敷地内でのたばこ販売・広告の禁止など

についてイベントの主催者や開催地政府に努力を求めている。 

２．WHOの『たばこのないメガイベントのためのガイド』(2010年) 

１．WHOとIOCとの合意（2010年） 
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• 少なくとも2008年以降、日本を除く全てのオリンピック開催地及び開催予定地が罰則を伴う受動喫煙防止対策
（注１）を講じている。 

• 受動喫煙防止対策は、分煙ではなく屋内禁煙とするのが主流。 
• 屋外であっても運動施設を規制している国は多い。 

注１）開催時点での規定。国の法律又は開催都市の条例で対応。 
注２）学校、医療機関は○、官公庁施設は△。           
注３）学校、医療機関は○、官公庁施設は△。 
注４）幼稚園、保育園、小中高校、病院・診療所、官公庁は○、大学、専修学校等は△。  
注５）車両は△、駅は○。   
注６）16人乗以上で有償のもの。  
注７）16人乗以上で有償のもの、子供の輸送用のもの。  

注８）食品の調理の用に供する施設等又は設備に係る部分を除いた部分の床面積の合計
が100㎡超の施設（100 ㎡以下は努力義務）。 
注９）客室（個室を除く）の面積が100㎡超の施設（100 ㎡以下は別途の規制）。 
 

（表の見方）１．主な対象施設：（△）禁煙又は分煙等の努力義務  ○屋内完全禁煙の義務 △屋内分煙の義務   ２．罰則 ：◎罰則有り ×罰則無し    

オリンピック開催年 

主
な
対
象
施
設 

学校、医療機関、官公庁等の
公共性の高い施設 

公
共
交
通
機
関 

鉄軌道車両・鉄軌道
駅 

バス 

タクシー 

飲食店 

宿泊施設 

運動施設（屋外）注１８） 

事業所（職場） 

罰
則 

管理者 

国民 

中国 カナダ イギリス ロシア ブラジル 韓国 

2008 2010 2012 2014 2016 2018 

○／△ 
注２） 

○ ○ ○ ○ 
○／△ 
注３） 

△／○ 
注５） 

○ ○ ○ ○ 
△ 

注６） 

○ ○ ○ ○ ○ △注７） 

○ ○ ○ ○ ○ － 

△ ○ ○ ○ ○ △ 

△ △ ○注１０） ○ ○ △ 

○ ○ ○ ○ ○ △注１３） 

△ ○ ○ ○ ○ △注１６） 

◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 

◎ ◎ ◎ ◎ × ◎ 

日本 

2020 

（△） 

（△） 

（△） 

（△） 

（△） 

（△） 

（△） 

（△） 

× 

× 

【参考】 国内（条例） 

神奈川県 兵庫県 

△ 
○／△ 
注４） 

△ △ 

△ △ 

△ △ 

△注８） △注９） 

△注１１） △注１２） 

△注１４） △注１５） 

－注１７） －注１７） 

◎ ◎ 

◎ ◎ 

注１０）客室を除く。 
注１１）床面積の合計が700㎡超の施設（700 ㎡以下は努力義務）。 
注１２）フロントロビー部分が100㎡超の施設（100 ㎡以下は別途の規制）。 
注１３）観客収容1000人以上のみ。 
注１４）屋外観覧席（階段状の形状に限る）を「室内に準ずる環境」として規制。 
注１５）観覧場（野球・サッカー場・陸上競技場）の屋外観客席。 

注１６）1000㎡以上のみ 
注１７）事務室等の特定の者が利用する空間を適用除外。 
注１８）運動施設（屋外）については、屋外（観客席等）の禁煙・分煙の義務。 
 

2008年以降のオリンピック開催地及び予定地の受動喫煙防止対策 
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東京オリンピック・パラリンピックに向けた取組について 

  

  
 
 
 

 受動喫煙防止については、健康増進の観点に加え、近年のオリンピッ
ク・パラリンピック競技大会開催地における受動喫煙法規制の整備状況
を踏まえつつ、競技会場及び公共の場における受動喫煙防止対策を強
化する。 

2020年東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会の準備及び 
運営に関する施策の推進を図るための基本方針（平成27年11月27日閣議決定） 

 大会は健康増進に取り組む弾みとなるものであり、大会に向け、受動
喫煙対策を強化してまいります。 

東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック 
競技大会推進本部（平成27年11月27日）における内閣総理大臣発言 
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受動喫煙防止対策強化検討チームについて 

 座長  内閣官房副長官（事務） 

 副座長  内閣官房東京オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会推進本部事務局長 

   内閣官房副長官補（内政担当） 

   厚生労働事務次官 

 構成員   内閣官房、財務省、スポーツ庁、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省  

  の局長級 

 オブザーバー 東京都、東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会の局長級 
 
 ＊ 厚生労働省健康局健康課長を座長、関係行政機関の課長級を構成員としたワーキンググループを設置。 

2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催を契機として、健康増進の観点に加え、 

近年のオリンピック・パラリンピック競技大会開催地における受動喫煙法規制の整備状況を踏ま

えつつ、幅広い公共の場等における受動喫煙防止対策を強化するため、2020年東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会関係府省庁連絡会議の下に設置。 
 

 第１回 平成28年1月25日（月） 

構成員 

開催状況 

設置趣旨 

＊ 庶務は、内閣官房の協力を得て、厚生労働省において処理。 
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○ 健康増進の観点に加え、2020年の東京オリンピック・パラリンピック等を契機に、日本の受動喫煙防

止対策をオリンピック開催国と同等の水準とするため、従来の努力義務よりも実効性の高い制度とす

る。 

○ イギリス型のスモークフリー社会を目指しつつ、今回、日本の現状を踏まえながらも受動喫煙防止対

策の歴史的第一歩を踏み出し、日本の「スモークフリー元年」を確実に実現するため、イギリスと韓国の

混合型の制度を導入する。 

受動喫煙防止対策の強化について（たたき台） 

基本的な方向性 

(１) 多数の者が利用し、かつ、他施設の利用を選択することが容易でないものは、建物内禁煙とする。

（官公庁、社会福祉施設等） 

(２) (１)の施設のうち、特に未成年者や患者等が主に利用する施設は、受動喫煙による健康影響を防ぐ

必要性が高いため、より厳しい「敷地内禁煙」とする。（学校、医療機関等） 

(３) 利用者側にある程度他の施設を選択する機会があるものや、娯楽施設のように嗜好性が強いもの

は、原則建物内禁煙とした上で、喫煙室の設置を可能とする。（飲食店等のサービス業等） 

新たに導入する制度の考え方 

(１) 施設の管理者に対し、「建物内禁煙」「喫煙室を設置」等の掲示を義務付ける。 

(２) 実効性の担保措置として、施設の管理者や喫煙者本人に対し、罰則を適用する（詳細検討中） 

その他 

※詳細は次頁 
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受動喫煙防止対策の強化の内容（たたき台） 

施設の類型 強化(案) イギリス 韓国 

 官公庁 建物内禁煙 Ｂ Ｃ 

 社会福祉施設 建物内禁煙 Ｂ Ｃ 

 運動施設（スタジアム等） 建物内禁煙 Ｂ Ｃ 

 医療機関 敷地内禁煙 Ｂ Ｂ 

 小学校、中学校、高校 敷地内禁煙 Ｂ Ａ 

 大学 建物内禁煙 Ｂ Ｃ 

 サービス業 
  飲食店、ホテル・旅館（ロビーほか共用

部分）等のサービス業施設 
原則建物内禁煙（喫煙室設置可） Ｂ Ｃ 

 事務所（職場） 原則建物内禁煙（喫煙室設置可） Ｂ Ｃ 

 ビル等の共用部分 原則建物内禁煙（喫煙室設置可） Ｂ Ｃ 

 駅、空港ビル、船着場、バスターミナル 原則建物内禁煙（喫煙室設置可） Ｂ Ｃ 

 バス、タクシー 全面禁煙 Ｂ Ｂ 

 鉄道、船舶 原則禁煙（喫煙室設置可） Ｂ Ｃ 

※ Ａ…敷地内禁煙、Ｂ…建物内禁煙、Ｃ…建物内禁煙（喫煙室設置可） 
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